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研究成果の概要：予め樹脂含浸したFRTP基材を用いることにより、低圧成形においてもSMCを越
える強度を有する材料が得られることがわかった。また、耐熱性、可撓性に優れ、耐久性のあ
る真空バッグ材の開発に取り組み、リボンヒーターによる加熱・制御機器と組み合わせ、ポリ
プロピレン成形温度（225℃）を真空状態で安定して維持できる成形システムを完成させた。さ
らに、ステッチボンド材とPPシートを組み合わせ、当該システムにてFRTPを成形できた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

２００７年度 4,800,000 1,440,000 6,240,000 

２００８年度 5,700,000 1,710,000 7,410,000 

年度  

  年度  

総 計 14,900,000 4,470,000 19,370,000 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：総合工学・船舶海洋工学 
キーワード：複合材料・物性、FRTP、促進暴露試験、ビルドアップ法、熱安定性試験、環境材

料、機械工作・生産工学、構造・機能材料 
 
１．研究開始当初の背景 
 小型船舶の構造材として広く使用されてい
るFRPは一般に廃棄処理が困難な物として位
置づけられ、その処理法が数多く研究されて
いるものの、使用されているマトリックス樹
脂が熱硬化性の不飽和ポリエステルであるた
め、ほとんどは焼却処理による熱回収にとど
まっている。したがって、資源・エネルギー
の有効活用、環境対策の観点からは、マテリ
アルリサイクルが比較的容易な熱可塑性樹脂
をマトリックス樹脂とし、ガラス繊維で強化
したFRTP（熱可塑性樹脂複合材料）を船体用

構造材として使用したいという要請が高まっ
てくるのは当然のことである。 
 ナイロンやポリエチレンに代表される熱可
塑性樹脂は、単体で小型汎用製品に使用され
ている。また強度の必要な場合には、FRTPと
して、繊維長数mm程度のガラス短繊維をあら
かじめ強化材として混入した熱可塑性樹脂板
（スタンパブルシート）や細粒（ペレット）
を用いて、必要な製品にプレス成形している。 
 一方、船体用構造材のような強度部材とし
てFRTPを使用する際には、応力を分担するガ
ラス繊維が切れ目のない長繊維であり、また
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その長繊維の配置方向を応力状態に合わせ
てコントロールする必要がある。しかしなが
ら、これまでのFRTPは前述したスタンパブル
シートのように強化材が短繊維でランダム
配置されたものしかなかった。これでは必要
な強度が発現できないばかりか、その成形に
巨大なプレス機、金型が必要となり、強度部
材としての実現性は乏しい。 

そこで、ガラス繊維へ樹脂を含浸させた
FRTP基材をあらかじめ工場生産し、賦形作業
のみを実施することが現実的と考えられる。
また最近、ガラス繊維の織り技術が進歩し、
ステッチボンドと呼ばれる基材が開発され
ている。これはニットファブリックとも呼ば
れ、図1のようにポリエステル糸などの細糸
でガラス繊維を編み止めたもので、ガラス繊
維のクリンプ（平織りの際に生じる波打ち）
がなくなり、強度の向上が図れるものである。 

したがって、ガラス長繊維に樹脂を含浸さ
せたテープ状FRTPとステッチボンドの技術
を適用することにより、船体のような三次元
形状に簡便に成形できる技術を確立し、FRTP
を船体用構造材として使用することが可能
となると考えられる。 

２．研究の目的 
 前述したように、テープ状FRTPとステッチ
ボンドの技術を用いて、船体のような三次元
形状に簡便に成形できる技術を確立するこ
とにより、FRTPを船体用構造材として使用す
ることが可能となると考えられる。本研究は、
FRTP成形板の強度評価、海洋環境での使用を
視野に入れた耐久性評価とともに、シリコン
ゴムシートを用いた真空バッグによるFRTP
の簡便な船体成形技術の開発を行うもので
ある。 
 
３．研究の方法 
（1）低圧成形FRTPの強度評価 

真空バッグを用いた成形法では、FRTP基
材に加わる成形圧力は、大気圧と型内圧力
の差圧であり、たかだか1気圧である。そこ
で、低圧成形したFRTPの強度特性を調べた。
供試材であるステッチボンドFRTPは、多軸編
機によるステッチボンド基材にポリプロピレ
ンを溶融含浸して製作した。比較のために、
テープ状FRTPを平織りにした基材、並びにテ
ープ状FRTPを短く裁断しランダムに堆積させ

た基材も加熱プレス成形し、評価試験に供し
た。 
試験は静的、動的機械強度を調べるととも

に、船体構造用FRTP材に要求される性能を満
たすための構成について明らかにした。 
 
（2）ステッチボンド FRTP の簡便な船体成形

技術の開発 
シリコンゴムシートを用いたバッグ成形システ

ムとしてはこれまでに、オートクレーブ成形用の
システムが研究されている。これはゴムシートの
外から加圧する方式であり、一般に大型製品に
は適用不可能である。このため、大気圧との差
圧のみを利用する真空バッグ成形システムを適
用する必要がある。そこで、熱硬化性樹脂を用
いたFRPの真空バッグ成形システムとして代表的
なインフュージョン成形法を応用し、FRTPの簡便
成形法として発展、完成させることとした。 

図2に提案する簡便成形法の概念図を示す。
型上にFRTP基材を配置し、シリコンゴムシー
トで覆って排気することにより、FRTP基材に
圧力を加える。この状態で加熱・冷却し成形
品を得るものである。 
シリコンゴムシートの選定にあたり、使用

状態を想定した強度試験、気体透過率試験、
熱老化試験等を実施した。 
 また、選定したシリコンゴムシートを真空
バッグ材として用いた、PWC(Personal Water 
Craft)ハルモデルが成形できるシステムを
製作した。さらにこのシステムを用いて成形
実験を行い、本システムの適用範囲の把握と、

高度化を図った。 
４．研究成果 
（1）低圧成形FRTPの強度評価 
① 供試材 
供試したFRTP基材を表1に示す。連続繊維

強化材として、ステッチボンド基材（600g/m2）、
ロービングクロス（600g/m2）、QFテープ織物

表 1 試験材 

種類 記号 試験材 

連続繊維強化材
WF 
R 

WQF 

ステッチボンド基材
ロービングクロス
QF テープ織物 

長繊維強化材 QF QF テープ裁断品

樹脂単体 PP ポリプロピレン 

熱硬化性材料 SMC SMC 

図2 システム概略図 
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ガス流動層
はく離布 
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図1 ステッチボンド基材 



 

 

（東洋紡績㈱クイックフォームテープを平
織りしたもの）の3種類、長繊維強化材とし
てQFテープを35mm長に裁断したもの1種類を
用いた。また比較のために、熱可塑性樹脂と
してポリプロピレンペレット並びに熱硬化
性のSMC（水上バイク用）も調べた。 

FRTP供試材の成形は東洋精機㈱製手動プ
レス機により行った。標準的な成形は180×
180×3mm（厚）の額縁型を使用し、基材をセ
ット後、220℃、1MPaで30分加熱成形するも
のとした。SMCについては、PWCのハルから切
り出した。 
 
② 静的強度特性 
 図3に各供試材の静的引張強さを示す。SMC
を除くFRTP及びPPは220℃、1MPaで30分保持
して成形している。これより、繊維強化のな
いPPを除くと、供試したFRTPはいずれもSMC
と同等以上の引張強さを示している。 
 そこで、WF及びQFの2供試材について、成
形温度と引張強さとの関係を求めたものが
図4である。いずれも成形圧力1MPaで30分保
持している。その結果、180℃を下回る温度
では成形不良、250℃を越えると材料の焦げ
付きが生じ、180～250℃で成形品が得られた。
この温度範囲では温度が高いほど高強度が
得られるが、220℃以上で従来材のSMCと同等
以上の強度が得られることがわかる。 

つぎに静的曲げ強さを調べた。3点曲げ試
験で比較したが、予め樹脂が含浸した状態で
提供されるQFは織物材及び裁断品ともSMCを
越える曲げ強さを示した。その一方でWF及び

R材は、220℃、1MPa、30分の条件では、ガラ
ス繊維基材への樹脂含浸が十分でなく、PP樹
脂単体にも及ばないものとなった。 
 
③ 促進暴露試験による耐久性 

試験は、キセノンランプ式促進暴露装置(東
洋精機㈱製)を用いて、放射照度500W/㎡(1時
間あたりの放射露光量1.8MJ/㎡)、ブラックパネ
ル温度63±3℃、湿度(水噴霧のないとき)50±
5％RH、水噴霧時間120分中18分の水中浸漬で
行った。試験時間は1000時間までとした。 

図5に暴露による試験片の重量減少率の変化
を示す。PP材が単調に重量減少するのに対して、
WFについては300時間以降ほぼ安定している。
QFは重量減少が非常に少なかった。 

また、試験時間と静的曲げ強さとの関係につ

いて、試験前の値との比、すなわち保持率で整
理したものが図6である。いずれも暴露時間の経
過とともに強さが低下するが、QFが比較的耐久
性に優れていることがわかる。 
 
（2）ステッチボンドFRTPの簡便な船体成形

技術の開発 
① 真空バッグ材料の選定 
FRTP簡便成形法の成否は加熱成形中の気

密を保持することである。そこで、候補材料
であるシート材料の気密保持性能を図7に示
すようなSUS304製の真空漏れ試験槽を用い
て行った。これは内径200mm×長さ100mmの円
筒形の槽にフランジ及び排気管を取り付け
たもので、高温から低温域までの広い温度範

図3 引張強度特性 
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図4 成形温度の影響 
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図5  促進暴露試験による重量変化 
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図6  促進暴露試験による曲げ強さの変化 



 

 

囲での繰り返し使用に耐えるものである。 
試験は真空漏れ試験槽に供試材、真空ポン

プ、真空計及び温度計を取付け、図8に示す
ように恒温槽内で所定温度に加熱するある
いは室温で放置するとともに、試験槽内が平
衡圧力に達するまで排気した後、バルブを閉
じて所定時間の圧力変化を調べるビルドア
ップ法により行い、到達圧力、圧力上昇速度
と温度との関係を調べた。 

図9は板厚0.5～2.0mmのシリコンゴムシー
ト、0.5mm厚のPPシート及び真空フィルムの
計5種類について、室温における圧力上昇速
度を求めた結果である。真空フィルムは熱硬

化性樹脂を用いたインフュージョン成形の
真空保持に用いられるものである。シリコン
ゴムシートは板厚が増すに伴い、真空保持性
能が向上していることがわかる。PPシートは
気密性に最も優れていたが、硬くて耐熱性が
ないため、FRTP成形には適用できない。真空
フィルムもその名の通り真空保持性能には
優れているが、耐熱性に不安が残ることと、
何よりもその薄さ故、尖ったものには弱い。
従って、QF材のように樹脂で固められた繊維
材料には鋭角的な端面が多く存在するため
使用は難しい。 
つぎに、2mm厚のシリコンゴムシートにつ

いて周囲温度による真空保持性能の変化を
調べた。その結果を図10に示す。到達圧力は
温度の上昇とともにやや大きくなり、200℃
で約40Paに達している。また、圧力上昇速度
も温度の上昇に伴い大きくなるが温度依存
性が大きく、20～200℃で約1桁大きくなって
いる。しかし、200℃において10Pa・l/sec程
度であり、真空バッグ成形の圧力保持は十分
であるとの結果が得られた。 
 
② 真空バッグによる平板の試作 
有用性が認められたシリコンゴムシート

を用いた簡便なFRTP真空バッグ成形装置を

表2 曲げ試験結果 

 強さ 弾性率 ガラス含有量

 (MPa) (MPa)
比重 

(Wt.%) 

平均 252.4 19224 1.60 70.1 

標準偏差 36.5 6036 0.01 0.56 

図11 真空バッグ成形（平板） 

図7  真空漏れ試験槽 
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試作し、成形の可能性を調べた。 
試作した装置はシリコンゴム製のシール

リブを取付けたアルミ製のベースプレート、
アルミ製のフレーム及び真空取付け部品を
取り付けた2mm厚のシリコンゴムシート製の
真空バッグから構成されている。この真空バ
ッグの温度及び真空度を調節するため、加熱
装置、真空ポンプ及び温度計を組み合わせて
成形装置とした。 

試作の供試材として、低圧成形材料の強度
試験で成績のよかったQFを用いた。成形は板
厚を一定にするため、成形機の基板の上に厚
さ3mmで350×350mm角の中央部を300×300mm
角にくり抜いたアルミ板を額縁スペーサー
として置き、その中にQF裁断品をランダムに
充填してその上をSUS板で押さえるようにセ
ットして排気を行うとともに加熱した（図
11）。加熱温度は220℃で30分行った。上述
のようにして成形した熱可塑性樹脂複合材
の性能を調べるため、曲げ試験、比重計測及
びガラス含有量計測を行った。その結果を表
2に示す。これらの結果は通常の方法で成形
した場合のカタログ値と比較して同程度又
はそれ以上の値を示した。特に弾性率に大き
な値を示すものがあった。これは強化繊維の
長さ方向とスパン方向が同一になっている
場合で、方向性が現れたものと思われる。そ
のためバラツキも大きくなっている。 
 
③ 成形用真空バッグの製作 

本成形システムの圧締力は大気圧のみで
あるため、これを効率よく利用するためには、

シリコンゴムシートは製品形状を転写した
形であることが望ましい。そこで、シリコン
ゴムシートは製品を型として、液状シリコン
ゴムを塗り重ねて製作した（図12）。具体的
には、型に接する面はシリコンゴムスプレー
（Airtech MULTI-BAG Cartridge）により均
一厚さの膜を形成し、その上に、補強のため
のポリエステルネットを挟んで、耐熱シリコ
ンシーラント（信越化学KE3418）を数回刷毛
塗りして、厚さ3mmのシリコンゴムシートを
成形した。 
製作したシリコンゴムシートはビルドアッ

プ法により真空保持性能を調べたが、その圧
力上昇速度は、インフュージョン成形用フィ
ルムの約1/2で、気密性に優れていることがわ
かった。また、シートの引張強さは、フッ素
ゴムと比べて遜色なく、また熱老化に対する
耐久性も保持していることがわかる（図13）。 
また、シリコンゴムシートはFRP製ジグによ

り、後述する金型に固定される（図14）とと
もに、ジグに設置された排気ポートを通じて
吸引が行われる。 
 
④ 金型 
金型は弊所既有の

FRP製プレジャーボ
ート模型オス型（船
長1.15m、船幅0.35m）
から転写して作成し
た（図15）。強度は
必要ないので、材質
はアルミ鋳物とし、
板厚は6mmした。また、
自重や熱応力による
変形は鉄アングルの
架台に固定すること
により防いだ。型の
周囲には、真空シー
ル材等を配置するた
めのフランジを設け
た。 
 
⑤ 加熱システム 
金型の加熱は、型

下面に配置したリボ
ンヒータ（400W×4
本）により行った（図
16）。これにグラス
ウール、フェノール
フォーム等により断
熱処理を施した。金
型の加熱特性を図17
に示す。印加後約60
分で設定温度に達し、
その後安定して設定
温度を維持している。
測定部位による温度

図14 固定ジグ 

図 15 金型 
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図13 バッグ材の強度特性 

図12 シリコンゴムシート

図16 加熱ヒータ



 

 

差もほとんど見られなかった。 

 
⑥ 成形実験 

上述したFRTP簡便成形システムを使用し
て成形実験を行った。FRTP基材には、QFテー
プを35mm長にカットしたものを用いた。カッ
ト品を用いることにより基材の設置が容易
になるとともに、曲面にも柔軟に対応できる。
ただし、側板、トランサム等の立ち上がり面
ではカット品は滑り落ちてしまうため、カッ
ト品を0.5mm厚のポリプロピレンシートでサ
ンドイッチした部材をあらかじめ作成し、こ
れを所定位置に設置することで対応した。加
熱は225℃で60分とした。成形品の例を図18
に示す。チャイン等の隅角部やリフティン
グ・ストレーキ（船底の線上突起）も忠実に
再現されていた。 
 また、熱可塑性樹脂の含浸性を確認するた
め、ガラス織布とポリプロピレンシートを基
材とした成形を行った。ガラス織布としてガ
ラスクロス（旭ファイバーグラスMK350）及
びステッチボンド基材（FRPサービスWF80）
を用いたが、いずれも225℃、60分の加熱で
十分含浸した成形品（Vfはそれぞれ30％、
50％）が得られた。 
本システムにより10回以上の成形実験を行

ったが、シリコンゴムシートに破損等はなく、
真空保持性能に劣化はみられなかった。 
 
（3）まとめ 

真空バッグによるFRTPの簡便成形法の実
現に向けて、低圧成形したFRTPの強度特性を
調べた。また、シリコンゴムシートを用いた
成形システムを開発し、ガラス長繊維強化ポ
リプロピレンテープの成形に成功した。さら
に、同システムを用いて、ステッチボンド基

材等のガラス織布への樹脂含浸も可能であ
ることがわかった。 
FRTPの簡便成形法の実現に向けて、引き続

き、加熱性能向上による成形サイクルの短縮
を図るとともに、サンドイッチ材等厚物の成
形についても技術開発を行いたい。 
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